
「新潟県社会活動促進指針」改定案の概要
指針の趣旨・改定

○ 「多様な主体の協働による共助社会の実現」のため、県内における社会活動を促進するための施策の方向性を示す指針として、平成29年７月策定。
○ 本指針は、策定後の社会情勢や社会活動を取り巻く状況と課題の変化、施策の展開状況等を踏まえ５年後をめどに見直しを行うこととしており、NPO等へのアンケート調査や
意見交換及びパブリックコメントによる県民意見等を反映し、改定する。

社会情勢の変化 県内の社会活動を取り巻く状況と課題

「多様な主体の協働による共助社会の実現」

基本方針

基本理念
社会経済構造が大きく変化を続ける中で、複雑化する社会的課題を解決し、県民一人一人の幸福を実現していくためには、個人の多様な価値観や意思が尊重されながら、

多様な主体による新たな「協働」が生まれ、共に助け合う「共助社会」の実現を目指す必要がある。

○ 県民
・R4年の社会活動参加者率：52.9% (H30：57.0%)
・参加しない理由「時間がない」「情報がない」が多い

○ NPO
・財政規模が5000万円以上のNPO法人が増加
・一方で活動資金の確保や高齢化・後継者不足に困る法人が多い
・寄附獲得の取組を行っている法人は２割程度

○ 企業
・約４割が社会貢献活動に取り組んでいるが、人的資源に余裕がないことが課題
・NPOとの協働への関心が低く、事業パートナーとして認識されていない

○ 行政
・NPOの相談先や協働・連携先としては市町村が最も多い
・NPO等に対する助成制度・支援施策がある市町村は18（R3年度）

○ 住民ニーズの多様化と行政の役割の変化
・子育てニーズの変化、生活困窮者の増加など住民ニーズの多様化
・行政が担う分野の選択と集中の進展

○ デジタル・トランスフォーメーションの進展
・SNSが情報発信や共感の獲得に大きな役割を果たしている

○ 寄附を巡る環境の変化
・様々な寄附プラットフォームが存在し、気軽な社会貢献として
寄附に注目が集まっている

○ SDGs達成に向けたの取組の広がり
・社会活動を行う上で、多様な主体間の共通言語としての役割を担っている

○ 新型コロナウイルス感染症の拡大
・NPOも活動休止・収益減少等大きな影響を受けた
・フードバンクの取組等、NPOが果たす役割が期待されている

１ 県民の社会活動参加への取組の推進
○ 地域・社会の関心を高め参加を促す情報発信・環境づくり
・ 時代に即したＩＣＴを活用し、よりわかりやすく、より
充実した社会活動に関する情報発信を行い、県民の地域・
社会への関心を高めるとともに、「にいがたＮＰＯ・地域
づくり情報ネット」の利便性向上やＮＰＯ法人の手続のオ
ンライン化を進め、社会活動団体が活動しやすい環境づく
りに取り組みます。

・ 情報発信に当たっては、時間がない方へは身近で取り組
みやすい社会活動の事例を紹介するなど、対象に応じて社
会活動への多様な関わり方を発信していきます。

２ 社会活動に取り組む団体の経営力の強化
○ 活動に関わる人材の育成
・中心的スタッフの確保に困っている団体が多いため、
より専門性の高い人材の育成に取り組みます。

○ 財源の多様化を促す環境づくりの支援
・資金を含めた様々な活動資源を自らで確保できるよう、
財源の多様化を促す環境づくりを支援します。

・活用している団体が少ない寄附の活用が進むよう、獲得
に向けた支援に取り組みます。

○ 中間支援組織や市町村との連携を深め、支援体制を強化
・地域ごとの社会活動環境の差をカバーするため、中間
支援組織や市町村とのネットワークを強化し、広域的
な支援体制の拡充に取り組みます。

３ 多様な主体の新たな協働・連携の促進
○ 多様な主体・異なる分野との協働・連携の支援
・協働・連携が着実に進んでいる活動を他の取組に生かせ
るよう、官民双方に対する意識啓発とつながりの場の創
出等の支援に取り組みます。

・企業とNPOとの協働を促進するため、NPOの信頼性を高め
るための必要な支援に取り組みます。

○ 社会活動を支える資金の流れを多様化させる支援
・多様化する支援の方法について情報や事例を発信すると
ともに、仕組みづくりに努めます。

○ 成果志向へのシフトの支援
・成果の「見える化」及び社会活動団体が成果を意識して
活動するような意識啓発・環境づくりを進めます。

【主な改定のポイント】
・県総合計画に掲げる目標達成に向けた施策の方向性を示すものとして明確化
・身近で取り組みやすい社会活動の事例など、社会活動への多様な関わり方を発信することで、県民の社会活動参加を促す旨記載
・社会活動に取り組む団体の財源の多様化のため、寄附の活用が進むよう支援に取り組む旨記載

※下線部分：改定に伴う主な追加・修正箇所


